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　先般、郵政民営化の賛否を問う衆議院解散・総選挙が行われ、自民党の圧勝で終わった。小泉内閣が構造改革
の本丸としてきた郵政民営化は本格的に動き出すと共に、構造改革の旗印になっている規制改革の波が加速する
ことは間違いない。構造改革を断行しなけれぼならない最大の理由は、我が国の財政状況の悪化であり、780兆
円という巨額の債務を抱え、これを放置すれば国家財政の破綻を来すからに他ならない。加えて、少子高齢化に
伴い、労働力は年々減少し、生産性は低下して税収も減少する。一方、高齢化に伴う年金などの社会保障関係の
支出が毎年増え続けるトレンドになると言われている。従って、政府は国の歳出を如何にして抑制出来るかが財
政再建への鍵となる。政府は経済財政諮問会議を柱に各種の規制改革を断行し、市場経済原理に基づいた競争に
よって民間資金の活用と活力を高め、経済の活性化を図ることを基本方針にしているように思われる。ところで、
我々医療界はどのような影響を受けるであろうか。数年来の医療の高度・専門化による進歩と高齢者人口の増加
によって医療費の高騰が続き、日本が世界に誇ってきた国民皆保健制度も破綻寸前の状態にあると言われてい
る。政府はそれを防止するため、薬価や診療報酬の引き下げと共に包括医療制度の導入や混合診療制度の解禁ま
で検討し、更に病院経営の企業の参入まで考えた。ただ、強い抵抗によって一部実現にいたらなかったが、この
先不透明である。市場経済の競争原理はアメリカ的であり、経済活性化をもたらすことは間違いない。しかし、医
療界にも適応できるだろうか？仮にも医療は人間の最も弱い部分に貢献するための業務であり、生産性を伴う
収益事業ではない。ある意味では聖域であり、博愛と奉仕の使命感を持たねば、医療の本質に触れることはでき
ない。報酬はその業務量と質に対する対価であり、企業のような株式会社が利益を追求することを目的とするの
とは根本理念が異なる。従って、市場経済原理の考え方は基本的には医療には相容れないはずである。医療提供
者側と患者との信頼関係が大きく損なわれている今日、我々に求められているのは信頼関係の回復である。高度
の医学知識や技術を得ること以上に、人間性豊かな医療人の育成ではないだろうか。市場経済原理に基づく考え
が突出し過ぎると、世の中、収益の多寡が優先することとなり、豊かな心が失われかねない。博愛や奉仕の精神
がない医療は存在しない。医学教育に暗い影を落とすことは絶対避けたいものである。
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